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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第３区分
【発行日】平成26年11月13日(2014.11.13)

【公開番号】特開2014-185325(P2014-185325A)
【公開日】平成26年10月2日(2014.10.2)
【年通号数】公開・登録公報2014-054
【出願番号】特願2014-22428(P2014-22428)
【国際特許分類】
   Ｃ０８Ｇ  64/04     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ０８Ｇ  64/04    　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成26年8月27日(2014.8.27)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　５０～２モル％の下記式（Ｉ）で表される構成単位及び５０～９８モル％で表される下
記式（ＩＩ）で表される構成単位を含有し、比粘度０．１２～０．４０であるポリカーボ
ネート共重合体。

【化１】

（式中のＲ１～Ｒ８は、それぞれ水素原子、フッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原
子、炭素数１～６のアルキル基、炭素数６～１２のアリール基、炭素数２～６のアルケニ
ル基、炭素数１～６のアルコキシ基又は炭素数７～１７のアラルキル基を示す。Ｘは炭素
数２～８のアルキレン基、炭素数５～１２のシクロアルキレン基または炭素数６～２０の
アリーレン基である。ｎは０の整数である。）

【化２】

（式中、Ｒ９、Ｒ１０は、それぞれ独立に水素原子、炭素数１～２０のアルキル基、炭素
数１～２０のアルコキシル基、炭素数５～２０のシクロアルキル基、炭素数５～２０のシ
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クロアルコキシル基、炭素数６～２０のアリール基または炭素数６～２０のアリールオキ
シ基である。Ｙは炭素数２～８のアルキレン基、炭素数５～１２のシクロアルキレンまた
は炭素数６～２０のアリーレン基である。ｍは０～１０の整数である。）
【請求項２】
　式（ＩＩ）中のＹは、エチレン基であり、Ｒ９、Ｒ１０が水素原子である請求項１に記
載のポリカーボネート共重合体。
【請求項３】
　式（Ｉ）中のＲ１～Ｒ８が、水素原子である請求項１に記載のポリカーボネート共重合
体。
【請求項４】
　式（Ｉ）中のｎが０である請求項１に記載のポリカーボネート共重合体。
【請求項５】
　式（Ｉ）に記載の構成単位が、１，１－ビ－２－ナフチル構造である請求項１に記載の
ポリカーボネート共重合体。
【請求項６】
屈折率が１．６４０～１．６６５である請求項１～５のいずれかに記載のポリカーボネー
ト共重合体。
【請求項７】
　配向複屈折が０～６×１０－３ である請求項１～６のいずれかに記載のポリカーボネ
ート共重合体。
【請求項８】
　ガラス転移温度が、１４０～１７０℃である請求項１～７のいずれかに記載のポリカー
ボネート共重合体。
【請求項９】
　５０～２０モル％の上記式（Ｉ）で表される構成単位及び５０～８０モル％で表される
上記式（ＩＩ）で表される構成単位を含有し、比粘度０．１２～０．４０である請求項１
～８のいずれかに記載のポリカーボネート共重合体。
【請求項１０】
　フェノール含有量が１～５００ｐｐｍである請求項１～９のいずれかに記載のポリカー
ボネート共重合体。
【請求項１１】
　下記式（ＩＩＩ）で表されるジオール成分の含有量が５～５００ｐｐｍである請求項１
～１０のいずれかに記載のポリカーボネート共重合体。
【化３】

（式中、Ｒ１１、Ｒ１２は、それぞれ独立に水素原子、炭素数１～２０のアルキル基、炭
素数１～２０のアルコキシル基、炭素数５～２０のシクロアルキル基、炭素数５～２０の
シクロアルコキシル基、炭素数６～２０のアリール基または炭素数６～２０のアリールオ
キシ基である。Ｘは炭素数２～８のアルキレン基、炭素数５～１２のシクロアルキレン基
または炭素数６～２０のアリーレン基である。ｏは０～１０の整数である。）
【請求項１２】
　請求項１～１１のいずれか一項に記載のポリカーボネート共重合体からなる光学部材。
【請求項１３】
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　請求項１～１１のいずれか一項に記載のポリカーボネート共重合体からなる光学レンズ
。
【請求項１４】
　中心部の厚みが０．０５～３．０ｍｍ、レンズ部の直径が１．０～２０．０ｍｍである
請求項１３に記載の光学レンズ。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１０】
　すなわち、本発明は、
１．５０～２モル％の下記式（Ｉ）で表される構成単位及び５０～９８モル％で表される
下記式（ＩＩ）で表される構成単位を含有し、比粘度０．１２～０．４０であるポリカー
ボネート共重合体。
【化１】

（式中のＲ１～Ｒ８は、それぞれ水素原子、フッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原
子、炭素数１～６のアルキル基、炭素数６～１２のアリール基、炭素数２～６のアルケニ
ル基、炭素数１～６のアルコキシ基又は炭素数７～１７のアラルキル基を示す。Ｘは炭素
数２～８のアルキレン基、炭素数５～１２のシクロアルキレン基または炭素数６～２０の
アリーレン基である。ｎは０の整数である。）

【化２】

（式中、Ｒ９ 、Ｒ１０は、それぞれ独立に水素原子、炭素数１～２０のアルキル基、炭
素
数１～２０のアルコキシル基、炭素数５～２０のシクロアルキル基、炭素数５～２０のシ
クロアルコキシル基、炭素数６～２０のアリール基または炭素数６～２０のアリールオキ
シ基である。Ｙは炭素数２～８のアルキレン基、炭素数５～１２のシクロアルキレン基ま
たは炭素数６～２０のアリーレン基である。ｍは０～１０の整数である。）
２．式（ＩＩ）中のＹは、エチレン基であり、Ｒ９、Ｒ１０が水素原子である前記１に記
載のポリカーボネート共重合体。
３．式（Ｉ）中のＲ１～Ｒ８が、水素原子である前記１に記載のポリカーボネート共重合
体。
４．式（Ｉ）中のｎが０である前記１に記載のポリカーボネート共重合体。
５．式（Ｉ）に記載の構成単位が、１，１－ビ－２－ナフチル構造である前記１に記載の
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ポリカーボネート共重合体。
６．屈折率が１．６４０～１．６６５である前記１～５のいずれかに記載のポリカーボネ
ート共重合体。
７．配向複屈折が０～６×１０－３ である前記１～６のいずれかに記載のポリカーボネ
ー
ト共重合体。
８．ガラス転移温度が、１４０～１７０℃である前記１～７のいずれかに記載のポリカー
ボネート共重合体。
９．５０～２０モル％の上記式（Ｉ）で表される構成単位及び５０～８０モル％で表され
る上記式（ＩＩ）で表される構成単位を含有し、比粘度０．１２～０．４０である前記１
～８のいずれかに記載のポリカーボネート共重合体。
１０．フェノール含有量が１～５００ｐｐｍである前記１～９のいずれかに記載のポリカ
ーボネート共重合体。
１１．下記式（ＩＩＩ）で表されるジオール成分の含有量が５～５００ｐｐｍである前記
１～１０のいずれかに記載のポリカーボネート共重合体。
【化３】

（式中、Ｒ１１、Ｒ１２は、それぞれ独立に水素原子、炭素数１～２０のアルキル基、炭
素数１～２０のアルコキシル基、炭素数５～２０のシクロアルキル基、炭素数５～２０の
シクロアルコキシル基、炭素数６～２０のアリール基または炭素数６～２０のアリールオ
キシ基である。Ｚは炭素数２～８のアルキレン基、炭素数５～１２のシクロアルキレン基
または炭素数６～２０のアリーレン基である。ｏは０～１０の整数である。）
１２．前記１～１１のいずれかに記載のポリカーボネート共重合体からなる光学部材。
１３．前記１～１１のいずれかに記載のポリカーボネート共重合体からなる光学レンズ。
１４．中心部の厚みが０．０５～３．０ｍｍ、レンズ部の直径が１．０～２０．０ｍｍで
ある前記１３に記載の光学レンズ。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００９６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００９６】
参考例５
　ＢＰＥＦ１４０．３２重量部、１，１－ビ（２－（２－ヒドロキシエトキシ）ナフタレ
ン（以下“ＢＬ－２ＥＯ”と省略することがある）２９．９６重量部、ＤＰＣ８９．９７
重量部、及びテトラメチルアンモニウムヒドロキシド１．８２×１０－２重量部を攪拌機
および留出装置付きの反応釜に入れ、窒素雰囲気常圧下、１８０℃に加熱し、２０分間撹
拌した。その後、２０分かけて減圧度を２０～３０ｋＰａに調整し、６０℃／ｈｒの速度
で２６０℃まで昇温し、エステル交換反応を行った。その後、２６０℃に保持したまま、
１２０分かけて０．１３ｋＰａ以下まで減圧し、２６０℃、０．１３ｋＰａ以下の条件下
で１時間攪拌下重合反応を行った。 該ポリカーボネート共重合体はＢＰＥＦとＢＬ－２
ＥＯとのモル比が８０：２０であり、比粘度は０．２１８、Ｔｇは１４０℃、未反応ＢＰ
ＥＦ１５０ｐｐｍ、残存ＰｈＯＨ３００ｐｐｍであった。
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　作成したポリマーを１２０℃で４時間真空乾燥した後、得られる樹脂組成物の重量を基
準としてビス（２，４－ジクミルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト０．０
５０％、ペンタエリスリトールテトラステアレートを０．１０％加えて、ベント付きφ３
０ｍｍ単軸押出機を用いてペレット化した。耐湿熱性は、良好で湿熱試験後の比粘度保持
率は、９５％であった。また、耐熱性も良好で耐熱性試験後の比粘度保持率は、８５％で
あった。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００９７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００９７】
参考例６
　ＢＰＥＦ８７．７０重量部、ＢＬ－２ＥＯと７４．８９重量部とする以外は、実施例５
と同様に重合した。
　該ポリカーボネート共重合体はＢＰＥＦとＢＬ－２ＥＯとのモル比が５０：５０であり
、比粘度は０．２０２、Ｔｇは１３４℃、未反応ＢＰＥＦ１００ｐｐｍ、残存ＰｈＯＨ６
０ｐｐｍであった。
　作成したポリマーを１２０℃で４時間真空乾燥した後、得られる樹脂組成物の重量を基
準としてビス（２，４－ジクミルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト０．０
５０％、ペンタエリスリトールテトラステアレートを０．１０％加えて、ベント付きφ３
０ｍｍ単軸押出機を用いてペレット化した。耐湿熱性は、良好で湿熱試験後の比粘度保持
率は、９５％であった。また、耐熱性も良好で耐熱性試験後の比粘度保持率は、９０％
であった。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００９８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００９８】
参考例７
　ビスフェノールフルオレン（以下“ＢＰＦＬ”と省略することがある）７０．０８重量
部、ＢＬ－２ＥＯと７４．８９重量部とする以外は、実施例５と同様に重合した。
　該ポリカーボネート共重合体はＢＰＦＬとＢＬ－２ＥＯとのモル比が５０：５０であり
、比粘度は０．２３０、Ｔｇは１５９℃、未反応ＢＰＦＬ２００ｐｐｍ、残存ＰｈＯＨ２
５０ｐｐｍであった。
　作成したポリマーを１２０℃で４時間真空乾燥した後、得られる樹脂組成物の重量を基
準としてビス（２，４－ジクミルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト０．０
５０％、ペンタエリスリトールテトラステアレートを０．１０％加えて、ベント付きφ３
０ｍｍ単軸押出機を用いてペレット化した。耐湿熱性は、良好で湿熱試験後の比粘度保持
率は、９０％であった。また、耐熱性も良好で耐熱性試験後の比粘度保持率は、８０％で
あった。
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１０５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１０５】
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【表１】
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